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1.　緒　　　　　言

船舶，橋梁，鉄骨建築などの厚鋼板を用いて建造される
大型溶接構造物では，溶接継手部を起点とする疲労損傷が
多数報告されている．通常の溶接構造物に対する疲労強度
照査には，S-N曲線と作用応力頻度分布を考慮した線形累積
損傷則が適用されおり，破壊力学的手法を用いて疲労亀裂
伝播性能に基づく評価は損傷事故原因の究明などの限られ
た範囲での適用に留まっている．しかしながら，線形累積
損傷則では疲労亀裂寸法の成長履歴を推定できないため，
疲労亀裂を起点とする脆性破壊の発生評価ができない．し
たがって，溶接構造物の健全性担保の観点に立てば，破壊
力学的手法に基づき，疲労亀裂の成長履歴と任意段階に成
長した疲労亀裂を起点とする脆性破壊発生を一貫して評価
する設計手法の導入が期待される．
疲労亀裂伝播性能評価に破壊力学的手法を用いる場合で
も，疲労亀裂開閉口挙動を定量的に考慮することの重要性1)2)

が指摘されているものの，詳細な数値シミュレーションが
必要となるため，初期設計段階での検討や短時間での損傷
原因調査に際しては応力拡大係数範囲 ΔKをパラメータと
し，これと亀裂伝播速度 da/dNの関係である Paris則3)を適用

することが実用的であろう．しかしながら，疲労亀裂伝播
挙動では応力拡大係数範囲が下限界値 ΔKthを下回ると疲労
亀裂は新たに伝播することができず停留することが広く知
られている．そこで，疲労亀裂伝播性能を評価する一環と
して ΔKthを同定する必要がある．
一般に ΔKthは材料定数と見なされており実験により同定
される．疲労亀裂伝播試験方法のディファクトスタンダー
ドとして広く用いられるASTM-E647規格4)に従って ΔKthを
同定する場合，長時間の継続的な疲労亀裂伝播試験が要求
される．一方，ASTM-E647の規定よりも ΔKth同定に要する
時間を短縮する手法が検討されWES11115)に採用されたが，
検討に用いられた実験データに限りがあったことや大幅な
実験期間の短縮には至っていないことを考慮すれば，より
簡便かつ実験に要する時間短縮についての検討は継続すべ
きであろう．
本報告では，WES1111における検討で用いた実験データ
に加えて複数の疲労亀裂伝播試験のデータを整理するとと
もに，亀裂開閉口挙動を考慮した疲労亀裂伝播シミュレー
ションも援用することで，より簡便に ΔKth値を同定する手
法の検討結果を報告する．

2.　ΔKthの同定手法

2.1　ASTM-E647による ΔKth同定手法

ASTM-E647では以下の手順に従って下限界応力拡大係数
範囲 ΔKthを同定するように規定されている．
1)   亀裂伝播速度 da/dNが 10-9～10-10 m/cycleの領域にある，
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da/dN～ΔKデータを，K値減少法4)を用いてほぼ等間隔
　 に 5点以上測定する．
2)   データを直線回帰し，da/dN = 10-10 m/cycleに対応する ΔK
を ΔKthとする．

3)   da/dN = 10-9～10-10 m/cycleの範囲で，ほぼ等間隔に 5点の
データが取得できれば試験を打ち切ることができる．
この手法に従うと，5点以上の複数点でデータを測定する

必要のある伝播速度のオーダが 10-10 m/cycleの極低速伝播速
度領域に該当するが，この伝播速度に到達するには，亀裂
が事実上停留したと見なせる段階からさらに数十～数百万
回の繰返し負荷を継続する必要があるため，実験に要する
期間は非常に長期に渡ることになる．また，疲労亀裂伝播
試験において亀裂が停留したと判断するための判断基準が
明示されていないこともあり，亀裂が停留したと判断する
には，以下のような取扱いを行う必要がある．
1.   始めに亀裂停留と判断した段階の亀裂伝播速度(da/dN)1

よりも，さらに 1オーダ下の伝播速度(da/dN)2で暫定的
に試験を継続する．

2.   伝播速度を低下させた前後での亀裂成長挙動を比較して
同様の停留状態であれば，亀裂伝播速度(da/dN)1の時点
ですでに停留していたと判断．

従って，疲労試験時間の短縮にはできる限り，実験を中止
できる伝播速度が速いことが望ましい．
そこで，複数の疲労亀裂伝播試験結果6)-11), 13)において，明
らかに亀裂停留状態と判断できる段階の ΔK値（ΔKthと見な
せる値）が記載されている値6), 10)とASTM-E647の手法によ
る ΔKth値を比較した結果を Fig.1に示す．同図において横軸
はASTM-E647の手法による ΔKth値，縦軸はそれぞれの疲労
亀裂伝播試験結果において明らかに亀裂停留に至っている
と見なせる段階の ΔK値である．Fig.1より，ASTM-E647の
手法に従って同定される ΔKth値は安全側に評価されること
が確認できる．

2.2　ΔKth同定のためのK値減少法に対する要件緩和検討

前項で参照した疲労亀裂伝播試験結果6)-11), 13)を整理し，
ASTM-E647で規定された手法と同程度の ΔKth値を得ること
ができ，かつ実験継続条件を緩和できる手法について検討
した．具体的には，最小二乗法等により，応力拡大係数範
囲 ΔKと疲労亀裂伝播速度 da/dNの関係を式 (1)で与えられ
る修正 Paris則で近似することで ΔKth値を同定するが，この
際に，どの程度の伝播速度範囲で得られた da/dNと ΔKの
データを用いるべきかについて，下記 a）～e）の場合につい
て検討した．

 (1)

a)   da/dN = 10-9～10-10 m/cycleの範囲で，ほぼ等間隔に 5点の
データ．

b)   da/dN = 10-9～10-10 m/cycleの範囲で，ほぼ等間隔に 3点の
データ．

c)   da/dN = 10-9 m/cycle以下の全データ．
d)   da/dN = 10-9の前後領域にある 3点ずつのデータ．
e)   da/dN = 10-9～10-8 m/cycleの範囲で，ほぼ等間隔に 5点の
データ．

なお，d)のデータ範囲については，いくつかの da/dNの範
囲について検討した．

Fig.2a)～e)に検討結果を示す．これらの図において横軸
はASTM-E647の手法に従って推定した ΔKth値であり，縦軸
は a)～e)で規定したデータを採用して式 (1)の最小二乗近似
により求めた ΔKth値である．

Fig.2に示した一連の結果より，da/dNが 10-9 m/cycle程度
までの実測データを求め，式 (1)に最小二乗近似することで，
ASTM-E647で示された方法と同程度の ΔKth値が得られるこ
とが確認できる．なお，妥当性検証に際しては統計的仮説
検定である t検定を行い，ASTM-E647の平均値との差に統
計的な有意差がないことを確認した．さらに実験時間の短
縮を考慮するならば，b)，d)，e)の手法を採用することで数
千万回程度の繰返し数の削減効果が期待でき，結果として
総試験時間の短縮が期待できる．
上述の結果も考慮し，試験後のデータ処理の簡略化や，
試験後すぐに ΔKth値を示す必要性がある場合などの対応と
して，da/dN = 1.0 x10-9 m/cycleの時点の ΔK値をそのまま
ΔKth値として採用することの妥当性を調査した．Fig.3は，
Fig.2から抜粋6)-11)した実験結果について，横軸は Fig.2と同
様にASTM-E647の定義に従って求めた ΔKth値とし，縦軸を
da/dN = 1.0 x10-9 m/cycleの時点の ΔKth値として整理した結
果である．

Fig.3を参照すれば，da/dN = 1.0 x10-9 m/cycle時点の ΔK
値として ΔKth値を与えてもASTM-E647の従来の手法による

Fig.1    Comparison of ΔKth identification by Refs.6) and10) with the 
one by ASTM-E647.
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Fig.2   Comparison of ΔKth identification by proposed method with the one by ASTM-E647.

a)  A result of made data under condition of a)

b)  A result of made data under condition of b)

c)  A result of made data under condition of c)

d)  A result of made data under condition of d)

e)  A result of made data under condition of e)

0 5 10 15 20
0

5

10

15

20

(∆Kth)ASTM [MPa*m0.5]

( ∆
K

th
)�t

 [M
P

a*
m

0.
5
]

Line: (∆Kth)ASTM=(∆Kth)�t

: a) 5 points data of equal spacing

      at 10−10<da/dN<10−9

0 5 10 15 20
0

5

10

15

20

(∆Kth)ASTM [MPa*m0.5]

( ∆
K

th
)�t

 [M
P

a*
m

0.
5 ]

Line: (∆Kth)ASTM=(∆Kth)�t

: b) 3 points data of equal spacing

      at 10−10<da/dN<10−9

0 5 10 15 20
0

5

10

15

20

(∆Kth)ASTM [MPa*m0.5]

( ∆
K

th
)�t

 [M
P

a*
m

0.
5 ]

Line: (∆Kth)ASTM=(∆Kth)�t

: c) All data of da/dN<10−9

(
K

th
)�t

 [M
P

a*
m

0.
5 ]

( Kth)ASTM [MPa*m0.5]

Line: ( Kth)ASTM=( Kth)�t

: d) Around 6 points data

      of da/dN=10−9

∆∆

∆

∆
0 5 10 15 20

0

5

10

15

20

0 5 10 15 20
0

5

10

15

20

(∆Kth)ASTM [MPa*m0.5]

( ∆
K

th
)�t

 [M
P

a*
m

0.
5
]

Line: (∆Kth)ASTM=(∆Kth)�t

: e) 5 points data of equal spacing

      at 10−9<da/dN<10−8



152 研究論文 村上他：下限界応力拡大係数範囲ΔKthの簡易同定方法

値と同程度の結果が得られており，Fig.2と同様に t検定に
より有意差の無いことを確認している．
以上の結果から，ASTM-E647にて規定された実験方法を

緩和しても，同規格の手法と有意差の無い ΔKth値を得るこ
とが可能であると考えられる．

3.　K値漸減試験におけるK値減少率の設定

上述のように ΔKth値の同定のための実験要件の緩和可能
性が判明したが，実験要件の緩和にはK値減少試験におけ
るK値減少率CKの許容範囲に関する検討も必要である．CK

は次式で定義される．

 (2)

ASTM-E647では，
・   CK≧-0.08mm-1の条件を満たす範囲で荷重範囲を減少さ
せること．

・   荷重（ΔK）を段階的に減少させる場合は，最大荷重 Pmaxの
減少が，前段階の Pmaxの 10%を超えないようにすること．

・   荷重を連続的に減少させる場合は，荷重減少率を 2%以下
とすること．

・   荷重範囲変更後は，亀裂を 0.5mm以上伝播させることを
推奨．
と規定されている．これらを全て充実に守ってK値減少試
験を実施すると長時間を要するため，何らかの緩和対策が
期待される．
そこで，疲労亀裂に特有の亀裂開閉口挙動を定量的に評
価でき，亀裂成長挙動を精度良く推定できる，豊貞ら12)によ
り提案された疲労亀裂伝播シミュレーションを活用した検

討を実施した．数値検討の内容は以下の通りである．
1)   K値減少率を-0.01から-1.0mm-1の範囲で変化させ，K
値減少率が亀裂伝播に与える影響を検証する．なお，あ
る荷重範囲を次の荷重範囲に減少させるまでの間の疲労
亀裂伝播量は 0.5mmに固定する．

2)   K値減少率を ASTM-E647で規定された最小許容値
-0.08mm-1に固定し，荷重範囲低減後の疲労亀裂伝播量
を 0.1，0.5，1.0mmと変化させ，亀裂伝播に与える影響
を検証する．

上記 1)の検討結果を Fig.4a)に，2)の検討結果を Fig.4b)に
示す．Fig.4に示す結果より，今回の検討範囲ではK値減少
率がASTM-E647の規定値を超えた場合でも，ΔK–da/dN関

Fig.3    Comparison between ΔKth obtained by ASTM-E647 and ΔK 
at da/dN=1.0 x10-9 m/cycle.
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係に変化は見られなかった．
一方，亀裂成長曲線を確認したところ，K値減少率が規格

の範囲外である-1.0mm-1の場合は十分な亀裂進展が得られ
る前に停留（長さ 4mm以下）したため，実験条件には適さ
ないと考えられる．ただし，K値減少率がASTM-E647の規
格範囲外である-0.5～-0.1mm-1の場合は，規格範囲内のK
値減少率と同様な亀裂成率が得られた．これらの結果を参照
すると，K値減少率に関する規定は，-0.25≦CK [mm-1]≦0
程度に範囲を拡張しても妥当性は損なわれないと期待され
る．また，荷重を連続的に減少させる場合，1回の荷重減少
量が2%以上でも問題はないことを確認した．しかしながら，
これらは全て数値シミュレーションによる検討結果である
ため，実際に種々の荷重条件の下でK値減少試験を実施し
た結果も勘案して最終的な結論を導くべきと考えられる．

4.　ΔKth同定手法及びK値漸減試験に関する提案

上述の検討結果より，ΔKth同定手法及びK値漸減試験の
実施方法に関してASTM-E647の規定を以下のように緩和す
ることを提案する．

4.1　ΔKth同定手法について

以下に記す 3つの緩和方策を提案する．
1)   一定振幅荷重条件及び応力拡大係数漸減試験により，疲
労亀裂伝播速度 da/dNが 10-9～10-10 m/cycleの領域にある，
応力拡大係数範囲 ΔKと da/dNの関係をほぼ同間隔で 3
点以上取得し，最小二乗法等により，ΔKと da/dNの関係
を式 (1)で近似することで，疲労亀裂伝播則（修正 Paris則）
の係数C，m及び ΔKthを同定する．

2)   一定振幅荷重条件及び応力拡大係数漸減試験により，da/
dNが 1.0 x10-9 m/cycle付近のデータ前後領域にある ΔKと
da/dNの関係をほぼ同間隔で 3点以上ずつ取得し，最小二
乗法等により ΔKと da/dNの関係を式 (1)で近似すること
で，疲労亀裂伝播則（修正 Paris則）の係数 C，m及び
ΔKthを同定する．この際，使用する da/dNは，8.0 x10-10 
m/cycle～ 2.0 x10-9 m/cycle付近のデータ範囲を推奨する．

3)   da/dN = 1.0 x10-9m/cycleの時の ΔK値として ΔKth値を与
えることも許容する．

4.2　K値漸減試験について

実験による検証が実施できていないことから，基本的に
はASTM-E647と同様の実施条件とするが，実験時間短縮の
観点から，Fig.4の結果を参照して，荷重範囲変更後に要求
する疲労亀裂伝播長さを 0.25mmとすることを提案する．

5.　結　　　　　言

疲労亀裂伝播試験の簡易化の一環として，下限界応力拡
大係数範囲 ΔKthの同定方法及びK値漸減試験の実施条件に
関する検討を行い，現状のディファクトスタンダードであ
るASTM-E647規格に従った方法と有意差の無い ΔKth値を得
ることができる実験条件の緩和手法を提案した．K値減少
率の検討については数値シミュレーションの結果であるた
め，実験により検討結果の妥当性を検証することが今後の
課題として挙げられる．
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